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令和７年度泉佐野市就学前日本語教室 

運営業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 総則 

文部科学省によると我が国の公立学校に在籍している日本語指導が必要な児童生徒は令和

５年５月時点で約６．９万人と、約１０年前に比べて約１．９倍と大幅に増加しており、泉

佐野市においても、多数のこどもたちが日本語教室を必要としている状況にあります。 

そこで、外国にルーツをもつ就学前児童が、入学した小学校で戸惑うことなく小学校生活

に早期対応できることを目指して「就学前日本語教室」を開始することを目的として、本実

施要領に基づき公募型プロポーザルを実施する。 

 

２ 提案競技の概要 

 （１）競技の名称 

  泉佐野市就学前日本語教室運営業務委託公募型プロポーザル 

 （２）競技の条件 

  別紙「令和７年度泉佐野市就学前日本語教室運営業務委託仕様書」に基づき提案すること。 

 （３）競技の方法 

  公募型プロポーザル方式 

 （４）採択する提案の件数 

  最優秀案１件 

 （５）最優秀案となった提案に対する市からの出資上限額 

    １，１００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 （６）競技の主催者及び事務局 

    主催者：泉佐野市 

    事務局：泉佐野市こども部子育て支援課 

        所在地 〒５９８－８５５０ 泉佐野市市場東１丁目１番１号 

        電 話 ０７２－４６３－１２１２（内線２３８１） 

 

３ 応募資格 

  別紙仕様書に定める業務の実施に必要な能力を有する者で、次に掲げる全ての要件を満たす

ものを対象とする。 

 （１）日本語指導や学習支援・学習指導などの活動に関わっている団体であること 

 （２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。 

 （３）本市に事業所を有する法人、団体、または個人 

 （４）国税、府税及び市税を滞納していない者。 

 （５）契約締結までの間に大阪府又は泉佐野市から入札参加資格停止又は資格保留等の措置を

受けていない者。 

 （６）契約締結までの間に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による民

事再生手続きの申立てをしていない者。 
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 （７）契約締結までの間に会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第３０条第１項の規定又

は第２項の規定による更生手続き開始の申立てをしていない者または申立てをなされてい

ない者。 

 （８）泉佐野市暴力団排除条例（平成２４年泉佐野市条例第２８号）第２条の規定に該当しな

い者。 

 （９）他の応募者の提案を妨害し、公正で公平な判断を妨げるような行為その他これに類する

ことを行った事実が明らかでない者。 

 

４ 応募の手続き 

 提案競技に参加を希望する者は、次のとおり提出すること。 

 （１）応募方法 

   ①受付期間：令和７年１０月１３日（月）～令和７年１１月７日（金）午後５時まで 

   ②提出場所：上記２（６）に記載の事務局まで 

   ③提出方法：持参のこと。 

 （２）応募書類 

   ①プロポーザル参加申込書（様式１） 

   ②誓約書（様式２） 

   ③法人登記簿（写し）及び役員調書（様式３） 

   ④納税証明書（国、府及び泉佐野市税を滞納していない証明書） 

   ⑤企画提案書（任意様式 Ａ４版縦・横書き両面印刷を左綴じ。Ａ３版をＡ４版縦に折っ

て綴じ込み可） 

   ⑥業務工程表（任意様式 企画提案書に準じる） 

   ⑦業務実績表（任意様式 Ａ４版縦・類似事業の業務実績を記載する） 

   ⑧価格提案書（様式４） 

   ⑨暴力団排除に関する誓約書（様式７） 

  【注意事項】 

   ・⑤企画提案書、⑥業務工程表及び⑦業務実績表は、一冊のファイルに合せて綴じること。 

   ・上記ファイルは、正本１部、副本７部を提出すること。 

   ・任意様式となっている⑤～⑦に使う文字の大きさは、原則として１０．５ポイント以上

とし、印刷の色は、カラー・モノクロを問わない。 

   ・提出するファイルには表紙をつけること。 

表紙には「令和７年度泉佐野市就学前日本語教室運営業務提案書」とタイトルを付し、

提出年月日と事業者名を掲載すること。 

   ・⑧価格提案書に記載する金額は、⑤企画提案書に概算の計算根拠を明示すること。 

   ・使用言語は日本語とし、外来語や日本語以外の言語を使用する場合には注釈を加えるこ

と。 

   ・専門的な知識を要する表現や言葉を使用する場合には注釈を加えること。 

   ・本市に伝えたいことは、すべて⑤企画提案書に記載すること。別途、提出した企画提案

に対するプレゼンテーションを開催する場合があるが、⑤企画提案書において提案内容が



3 
 

明らかになるように表現すること。 

   ・応募に関して必要となる費用は、すべて応募者の負担とする。 

   ・応募者は、一案件に対して複数の企画提案書を提出できないが、複数案件への応募は可

能とする。 

   ・応募書類提出後の加筆修正はできない。 

   ・応募書類の著作権は、作成した応募者に帰属するが、応募書類を応募者に返却しない。 

    なお、市の情報公開制度に則って、所定の情報公開請求の手続きにより市が開示する必

要があると認めるときは、個人情報保護制度に則って応募書類の一部を開示することが

ある。 

 

５ 質問回答の手続き 

  この提案競技に対する質問及び回答は、次のとおりとする。 

 （１）質問方法 

   受付期間：令和７年１０月１日（水）～１０月７日（火）午後５時まで 

   提出書類：質問書（様式５）により、質問箇所及び内容をわかりやすく記載し、電子メー

ルにより提出すること。 

   提出先：下記アドレス宛てに「令和７年度泉佐野市就学前日本語教室運営業務提案質問書」

と標題に明記して送信すること。 

        【送信先 jidou@city.izumisano.lg.jp 】 

 （２）回答方法 

   質問に対する回答は、令和７年１０月１０日（金）までに電子メールにより回答する。 

 

６ 辞退の手続き 

   参加申込書の提出後に提案競技を辞退するときは、次のとおり辞退届（様式６）を提出す

ること。なお、この辞退によって、市の他の入札参加資格等に影響は及ばないものとする。 

   提出期限：令和７年１１月７日（金）午後５時まで 

   提出先：上記２（６）に記載の事務局まで 

   提出方法：持参のこと。 

 

７ 審査方法 

 （１）審査機関 

   審査は、市職員の審査委員で構成する審査委員会にて行う。 

 （２）書類審査 

   審査委員会は、応募書類を審査し、その中から審査基準ごとに得た評価点の合計が最高得

点の者と第２位の者を選定する。最高得点の者が２者以上となったときは、審査委員会の委

員長が最優秀案を選定し、最優秀案提案者として市長に報告する。また、結果が第２位とな

った者を優秀案提案者として、併せて市長に報告する。 

 （３）プレゼンテーション 

   審査委員会において、応募内容についてプレゼンテーションを行う場を設ける場合、別途、
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応募者に日程等詳細を通知する。 

 （４）結果の通知 

   審査結果は、応募者に文書で通知する。なお、審査結果については、一切異議の申立ては

できない。 

 （５）失格 

   下記に該当する者は、このプロポーザルから除外される。また、最優秀案提案者であって

も、契約の締結までに下記に該当することが判明した場合は、審査結果が無効となる。 

   ①参加資格要件に該当しない者 

   ②応募書類に虚偽の記述がある者 

   ③価格提案額が市の予定している出資上限額を超える額を提示した者 

   ④選定の公平性を害する行為を行った者 

   ⑤この提案競技要領に明らかに違反していると認められる者 

   ⑥前各号のほか、著しく信義に反する行為があった者 

 （６）結果の情報公開請求 

   審査結果の得点内容等は、所定の情報公開請求手続きのうえ、泉佐野市情報公開条例（平

成１１年泉佐野市条例第２７号）に基づき、全提案者の得点および最優秀案提案者名のみ公

開する。 

 

８ 審査基準 

評 価 区 分 配   点 

事業提案 

①業務の理解度 ４０点 

８０点 ②実施内容 ３５点 

③業務実績 ５点 

価格提案 ④価格評価 ２０点 

合計 １００点 

  ※上記内訳により１００点満点のうち、審査員の平均総合得点が７０点以上（プロポーザル

の参加事業者が１者のみの場合は、価格評価点を除き８０点満点のうち、審査員の平均総

合得点が５６点以上）の得点でないと可としない。 

 

９ 契約の手続き 

   仕様書及び最優秀案として採択された提案を基に協議を行い、泉佐野市契約規則（平成１

２年泉佐野市規則第２３号）に基づき契約を締結する。原則として、提案当初の応募書類の

内容を尊重するが、本事業の目的達成のため、必要な範囲において最優秀案提案者と協議の

上、市の出資上限額を超えない範囲で項目の追加、変更及び削除を行う場合がある。 

   なお、この協議の結果、合意に至らず契約を締結できない場合は、第２位として選定され

た優秀提案者と協議を行い、泉佐野市契約規則に基づき契約を締結する。また、契約の締結

は、令和７年１１月下旬の予定である。 


